





























































































で M8.1 〜 M8.4 であったと予想されている



























最近の南海地震では、昭和 19 年（1944 年）
12 月 7 日、紀伊半島東部の熊野灘を中心とす
る震源で発生した昭和東南海地震（M7.9）、昭

















ており、平成 24 年（2012 年）8 月、内閣府の
中央防災会議は、このような超巨大地震が発
生した場合、死傷者は 30 都府県で最大で 32





























































平成 23 年（2011 年）9 月に発生した紀伊半島
大水害時に、行政と各医療機関、警察や消防
などの関連機関との連携がうまくいかず、救
護活動の調整に迅速な対応ができなかったと
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いう課題が浮き彫りとなった。そこで、和歌
山県は大規模災害時に迅速かつ的確に対応す
るため、県庁及び各保健所単位に、災害拠点
病院及び各医療関係団体等で構成する災害時
の新たな医療体制組織を構築し、各組織に医
療活動にかかる技術的な助言・調整業務等を
担う「災害医療コーディネーター」を配置した。
災害医療コーディネーターの具体的な役割と
して、①被災地における医療救護班等の派遣
及び配置に関する助言及び調整、②患者搬送
及び収容先医療機関の確保に関する助言及び
調整、③その他、災害時における適切な医療
提供体制の確保に関し必要な助言及び調整、
が挙げられている。和歌山県災害医療コーディ
ネーターは、急性期医療、透析医療などの専
門医師 20 名で構成されており、災害時、和歌
山県庁内に設置される県災害医療本部内で県
全域の災害時医療活動を総括・調整にあたる
「総括災害医療コーディネーター」と、各保健
所単位に配置され各二次保健医療圏内の災害
時医療活動の調整をおこなう「地域災害医療
コーディネーター」とに分類されている。こ
の制度はまだ開始されたばかりであるが、今
後、県及び各保健所管内で、災害拠点病院制
度とともに災害医療の根底を支えるシステム
として定着していくと思われる。（図 3）
また、和歌山県では災害拠点病院、災害医
療コーディネーターを含む医療体制組織が中
心となり、南海トラフ巨大地震など大規模災
害時に備えるため、各地からのDMATの受け
入れや国および他都道府県、自衛隊等と連携
し、重篤な傷病者を非被災都道府県に搬送す
る広域医療搬送訓練なども積極的に実施して
いる。（図 4）
５・日赤和歌山医療センターの災害対策へ
の取り組み
（1）院内災害対策マニュアルの改訂
　東日本大震災が起こるまで、当センターの
院内災害対策マニュアルは、建物被害が主で
あった阪神・淡路大震災を想定し作成された
マニュアルであった。しかし、東日本大震災
は阪神・淡路大震災をはるかに超える規模の
地震で、以前作成していた院内災害対策マ
ニュアルでは被災状況にまったく対応でき
ず、被災地では病院機能が完全に停止してし
まう病院が数多く出現した。これを教訓に、
東日本大震災以降、同程度の大災害が起こっ
た場合でも対応可能な新たな院内災害対策マ
ニュアルの必要性が唱えられるようなにな
り、当センターでも、以前の院内災害対策マ
ニュアルを改訂し、東日本大震災レベルの災
害でも対応可能なものとした。
（2）災害対応協力員の登録
　当然のことであるが、当センターでは災害
に備え、常に７班の常備救護班（日赤救護
班）を配置している。しかし、南海トラフ巨
大地震が起これば、和歌山県が被災地になる
ことは疑う余地がなく、被災地の災害拠点病
院としての役割は、非常に大きなものになる
ことが予想される。そのために、救援活動や
災害訓練に積極的に参加する意思のある職員
をすべての職種から募り、登録する「災害対
応協力員システム」を開始した。今までは、
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常備救護班に選ばれなければ、災害医療を経
験する機会もなかったという職員が多かった
が、災害対応協力員に登録すれば、常備救
護班以外の職員でも、災害に関する勉強会や
災害訓練などに優先的に参加可能となり、院
内の防災意識の高まりの一因となっている。
今年度からはすべての常備救護班のメンバー
も、この災害対応協力員の中から選抜するこ
とにした。
（3）災害医療に関する院内教育の充実
　当センターでは常備救護班研修を定期的に
行ってきたが、昨年度からは、従来の講義中
心の研修ではなく、研修時間を増やし、積極
的に多くの実習を取り入れるようにしてい
る。具体的には、無線（日赤無線）の操作実
習やdERU（仮設診療所）の展開訓練、エアー
テント設営訓練などをおこなっている。ま
た、今年度からは、研修対象を常備救護班だ
けでなく、災害対応協力員にまで拡大する予
定としている。（図5）
（4）積極的な実動訓練への参加
　東日本大震災以降、他機関との合同訓練を
積極的に行うようにしている。南海トラフ大
地震が起これば、地理的特徴から幹線道路は
寸断され、県南部を中心に数多くの孤立集落
が発生することが予想されている。このよう
な災害医療現場で、最も力を発揮するのがヘ
リコプターであることは言うまでもない。当
センターは、屋上に耐荷重10トンのヘリポー
トを2面有しており、災害時に有用な自衛隊の
UH1多用途ヘリコプターが2機同時に駐機する
ことも可能である。屋上ヘリポートを2面有す
る当センターは、当然、孤立集落や県内各病
院からのヘリコプターによる患者搬送、また
ヘリコプターによる医療班の投入や物資の運
搬などの中心的な役割を担うことになると思
われる。そのために、当センターでは自衛隊
や海上保安庁、県警と協力し、他の医療機関
とも連携し、ヘリコプターを用いた合同訓練
を頻回に実施している。（図6）
６・おわりに
　災害は突然起こるものであり、医療スタッ
フはいかなる場面でも慌てることなく、的確
な行動をとらなくてはならず、日ごろから災
害医療に興味を持ち、勉強し、積極的に訓練
を繰り返すことが重要であると思われる。来
るべき大災害に備え、最も重要なことは、
「病院間の垣根を取り払い、各関係機関の横
のつながりを強固なものにし、お互いの顔が
見える関係を構築すること」である。
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今後の南海トラフ大災害において
とるべき戦略
東北大学病院総合地域医療教育支援部教授 石井　　正
東日本大震災発生時、石巻赤十字病院は石
巻医療圏で唯一の災害拠点病院であり被災を
免れたため、自分は必然的に圏内の災害医療
を統括する立場になった。そこで石巻の支援
に入ったすべての救護チームが一元的に活動
する「石巻圏合同救護チーム」を立ち上げ、
石巻医療圏を 14 のエリアに分け、エリアごと
に必要に応じて救護チームを割り振る「エリ
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